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北海道沼田町基本計画 

 

 

１ 基本計画の対象となる区域（促進区域） 

（１）促進区域 

 設定する区域は、平成３０年１月１日現在における北海道雨竜郡沼田町の行政区域とす

る。面積は２８，３２０ヘクタール程度（沼田町面積）である。ただし、環境省が自然環境

保全基礎調査で選定した特定植物群落を除く。 

 なお、自然環境保全法に規定する原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域、絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する法律に規定する生息地等保護区は、本促進区域に

は存在しない。 

（地図）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：RESAS） 

（出典：空知総合振興局ホームページ） 

 

 

（２）地域の特色（地理的条件、インフラの整備状況、産業構造、人口分布の状況等） 

（地理的条件） 

沼田町は、北海道のほぼ中央に位置し、南には深川市、秩父別町、北竜町に接し、北西部

は留萌市、小平町が隣接している。 

 可住域南部に広がる平坦部は、広大な石狩平野の北端の一部で肥沃な水田地帯となってお

り、市街地や農耕地はこの平坦部を流れる雨竜川や支線の小河川の流域に沿って南に開けて

いる。 

面積の約７割は豊富な森林資源を有する山岳地帯で占められている。 

気候は内陸型で四季の区別がはっきりしており、春期から初夏にかけてはやや乾燥し、夏

期は温暖、秋期は比較的雨が多く、冬期は北海道でも有数の豪雪地帯である。 

 

（インフラの整備状況） 

 沼田町には、北海道縦貫自動車道と日本海側の留萌圏を連結する深川・留萌自動車道（高

規格幹線道路）にアクセスするインターチェンジが１か所設置されており、この深川・留萌

自動車道は、深川ジャンクションから道央自動車道に接続されている。深川・留萌自動車道
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及び道央自動車道を利用することで、北海道経済の拠点である札幌市には８０分、新千歳空

港へは１１０分での移動が可能である。 

 また、旭川市へ４５分、旭川空港へは７５分で移動することができ、港湾のある留萌市へ

は高規格幹線道路を利用することで２５分での移動が可能となる。 

 このように、沼田町と道内外を繋ぐネットワークが周辺自治体に整備されており、交通イ

ンフラの有利性を生かすことが可能である。 

 

 

 

 

 

 

             ←沼田町からの各市町村へのアクセス 

 

 

             ↓沼田町内は「歩いて暮らせるまちづくり」を目指し、各種 

              インフラを整備している。（市街図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（産業構造） 

 沼田町の産業別就職者数（平成２７年国勢調査）は第一次産業が５１０人（３１．２％）、

第二次産業が２３６人（１４．４％）、第三次産業が８８８人（５４．３％）となっている。 
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また、本町における全産業別分析（企業単位）を見ると、売上高では卸売業・小売業が約

３７％、建設業が約１７％、製造業が約１６％、農業・林業が約１０％を占める経済構造を

なしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町は、かつて炭鉱と稲作の町として繁栄してきたが、昭和４３年に雨竜炭鉱が閉山し、

その後、第一次産業である農業を基幹産業とした町へと転換しており、平成２７年の農業算

出額（推計）は３４９千万円となっている。経営耕地総面積は３，７８６ha と広大であり、

専業農家を主体に１７３戸が基幹作物の水稲を中心に、土地利用型の麦・大豆・ソバ等と、

集約的作物の花卉・メロン等が栽培されている。近年では、ブロッコリーや町の特産品であ

るトマトジュースの原料となる加工用トマトの生産を行うなど道内有数の農業地帯である。 

 

（人口分布の状況） 

 沼田町は、かつて炭鉱の町として栄えており、１９５５年には約２０，０００人の人口を

有していたが、炭鉱閉山により急激に人口が減少し、現在は３，１８１人（平成２７年国勢

調査）となっている。 

 このような状況の中、沼田町では、内閣府から地域活性化モデル事業として選定された「沼

田町農村型コンパクトエコタウン構想」を中心とした「沼田町総合戦略」を平成２７年１０

月に策定し、「コンパクトなまち」「最期まで健康で安心して暮らせるまち」「農業を柱とし

た若者中心の小さな経済づくり」「子どもが戻ってくるふるさとづくり」を目指すことを重

点戦略とし、急速化する人口減少に歯止めをかけるため、企業誘致や移住定住、子育て支援

などの施策を重点的に行っている。 

  

 

 

 

（出典：RESAS） 
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（出典：RESAS） 
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２ 地域経済牽引事業の促進による経済的効果に関する目標 

（１）目指すべき地域の将来像の概略 

 沼田町は、水稲を中心とした農業を基幹産業としつつ、付加価値額においては建設業が約

２６％、卸売業・小売業が約２０％、農業・林業が約１４％を占める経済構造をなしている。

また、従前より本町では企業誘致活動を積極的に進めており、町内には立地企業を含め、企

業単位では製造業が７社ある（売上高では約１６％を占める）が、付加価値額においては約

１．５％であり、製造業における付加価値額の向上が課題となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹産業である農業においては、農業基盤整備が進んでいる地域で、１戸当たりの農地面

積が約２２ha と大規模経営であり、全産業の構造を見ても、売上高約９．７％に対し、付

加価値額約１３．４％であることから、大規模経営による生産性の高さがうかがえる。しか

しながら、本町における農業部門別販売金額を見ると稲作による販売金額が約７６％を占

め、前述のように基幹作物である水稲の販売金額が大部分となっている。このような状況か

ら、町では基幹産業である農業において、６次産業化や農商工連携の取組の推進により、地

域ブランド力の向上と農作物の高付加価値化を目指す。 

また、従前より本町では企業誘致活動を積極的に進めており、製造業の売上高は全産業の

約１６％を占めるが、付加価値額は約１．５％に留まっている。このような状況から、立地

企業の強みを生かした連携事業の推進等を図って技術力・製品力を高めること等により、製

造業における付加価値額の向上を目指す。 

  

（２）経済的効果の目標 

【経済的効果の目標】 

 現状 計画終了後 増加率 

地域経済牽引事業に

よる付加価値創出額 
－ １６８百万円 － 

（出典：RESAS） 
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（算定根拠） 

・北海道内の１事業所当たりの平均付加価値額３９．２百万円（経済センサス－活動調査（平

成２４年））であることから、それと同等の１件あたり平均４０百万円の付加価値額を創

出する地域経済牽引事業計画を３件創出し、これらの地域経済牽引事業が促進地域で１．

４倍の波及効果を与え、促進区域で１６８百万円の付加価値を創出することを目指す。 

・１６８百万円は、促進区域の全産業付加価値（１４．７億円）の約１１．４％以上であり、

地域経済に対するインパクトが大きい。 

・また、ＫＰＩとして、地域経済牽引事業の平均付加価値額、地域経済牽引事業の新規事業

件数を設定する。 

 

【任意記載のＫＰＩ】 

 現状 計画終了後 増加率 

地域経済牽引事業の

平均付加価値額 
－ ４０百万円 － 

地域経済牽引事業の

新規事業件数 
－ ３件 － 

 

 

３ 地域経済牽引事業として求められる事業内容に関する事項 

 本計画において、地域経済牽引事業とは以下の（１）～（３）の要件を全て満たす事業を

いう。 

 

（１）地域の特性の活用 

 「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点か

らみた地域の特性に関する事項」において記載する地域の特性及びその活用戦略に沿った事

業であること。 

 

（２）高い付加価値の創出 

 地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業による付加価値増加分が３，

９２０万円（北海道の１事業所あたり平均付加価値額（経済センサス－活動調査（平成２４

年））を上回ること。 

 

（３）地域の事業者に対する相当の経済的効果 

 地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業の実施により、促進区域内に

おいて、以下のいずれかの効果が見込まれること。 

 ①促進区域に所在する事業者の売上が開始年度比で２．５％以上増加すること。 

 ②促進区域に所在する事業者の雇用者数が開始年度比で３．５％以上増加すること。 

 

なお、（２）（３）については、地域経済牽引事業計画の計画期間が５年の場合を想定して

おり、それよりも計画期間が短い場合は、計画期間で按分した値とする。 
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４ 促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽引事業の促進を図るべき区域（重点

促進区域）を定める場合にあっては、その区域 

 本計画では設定しない。 
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５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点からみ

た地域の特性に関する事項 

（１）地域の特性及びその活用戦略 

 ①沼田町の積雪寒冷な自然環境を活用した農林水産分野 

 ②沼田町の深川・留萌自動車道等の交通インフラを活用したものづくり関連分野 

  

（２）選定の理由 

①沼田町の積雪寒冷な自然環境を活用した農林水産分野 

沼田町の農業においては農業基盤整備が進んでおり、１戸当たりの水稲作付面積が約１

５．２２ha と大規模経営であり、北海道でも有数の大規模稲作農業地帯となっている。 

 

〈経営体一戸当たりの水稲作付面積（平成２７年）〉 

（単位：経営体、ｈａ） 

 経営体戸数 水稲作付面積 １戸当たり面積 

沼田町 １５６ ２，３７４ １５．２２ 

（北海道内第１位） 

北海道 １３，４７０ １１０，４４２ ８．２０ 

全国 ９５２，６８４ １，３１３，７１３ １．３８ 

（出典：２０１５年農林業センサス） 

 

〈沼田町の主要作物別収穫量 北海道内ランキング〉 

（単位：ｔ） 

 水稲 そば 

 収量 順位 収量 順位 

平成２８年 １３，９００ ９ ４２７ ５ 

（出典：２０１６年作物統計調査） 

 

また、本町の全産業の構造を見ても、前述「２（２）」に記載のとおり、農業は売上高約

９．７％に対し、付加価値額約１３．４％であることから、大規模経営による生産性の高さ

がうかがえ、強みのある産業といえる。 
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こうした中、本町の特性が「豪雪地帯」であることを鑑みて、農業においても「雪の利活

用」ができないかを検討した結果、町では平成８年に、世界初の雪冷熱利用による米貯蔵施

設「スノークールライスファクトリー」を建設した。 

 

＜北海道の豪雪地帯＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：北海道庁ホームページ） 

 

 

沼田町 



 

10 

本町の基幹作物は水稲であるところ、「スノークールライスファクトリー」では、貯留乾

燥ビンに貯蔵された２，５００トンの米を１，５００トンの雪で保存し、「雪中米」として

ブランド化を図った。「雪中米」の特徴は、上記のとおり豪雪地帯である本町に無尽蔵に積

もる雪・あり余る雪の冷気を活用し、全国でも随一本施設が米を籾のまま貯蔵していること

から、新鮮な新米の味と香りを消費者等へ届けることができることにある。「雪中米」は全

国に出荷しているほか、平成１７年から台湾などへ輸出を開始しており、量は多くないなが

らも輸出量は毎年５０トンベースで出荷しており、海外でも一定の評価を得る本町を代表す

る特産品のひとつとなっている。 

この「雪中米」の成功をきっかけに、町では雪利用の取組を本格化させている。例えば、

平成１４年には町が「輝け雪のまち宣言」を行ったほか、平成２３年には「就農支援実習農

場椎茸発生棟」や「就農支援実習農場イチゴ栽培施設」が雪氷施設としては全国で初めてグ

リーンエネルギー認証センターの設備認定を取得するなど、町民一丸となった「雪の利活用」

が進んでいる。こうした取組の支えとなっているのが、平成２０年に完成した「沼田式雪山

センター」である。同センターは、町内で大量に降り積もる雪を１ヶ所に集約して５，００

０ｔの雪山（最大１万ｔまで造成可能）を作り、被覆材で覆うことで雪を夏まで保存し、周

辺施設に雪を供給する雪冷熱エネルギー供給基地となっている。現在、保存した雪は雪山を

切り崩してダンプ等で直接搬送している。 

〈沼田式雪山センターの位置図〉 〈沼田式雪山センター〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈沼田式雪山センターから施設への雪供給イメージ（直接搬送）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 雪山センター 就農支援実習農場椎茸発生棟 
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 以上の機能による「雪の利活用」は、６次産業化にも及んでいる。具体的な商品としては、

先述した「雪中米」の米粉を原料とした和菓子「雪んこ焼き」（モチモチ食感とあんこのほ

どよい甘さが特徴）や、町の雪中蔵にてゆっくり貯蔵した「雪なごり」（大雪山連峰から湧

き出る名水を原料に丹精込めて醸したお酒）などの「雪中商品」がある。これらに対して、

町では中小企業地域資源活用促進法に基づいて行った「ふるさと名物応援宣言」（平成２７

年１２月：北海道内では本町などが初）を通じて、さらなる高付加価値化・ブランド化に向

けた事業者の取組を後押ししている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沼田町ふるさと名物応援宣言≪抜粋≫（平成 27年 12 月 15 日宣言） 

 

さらに、町では、農業や６次産業化の取組に対して、商品等開発支援（上限１００万円）、

販路開拓支援（上限５０万円）、地域資源事業化支援（上限５００万円）などの支援事業を

展開している。 

また、「雪の利活用」の取組以外でも、地元農産物の付加価値を高める取組を行っている。

例えば、本町においては冬期の農業者の雇用の場の確保のため、町直営の農産加工場を昭和

５６年に建設してトマトジュースや惣菜缶などの製造を行っている。平成２６年には国の交

付金を活用して新工場を建設し、北海道ＨＡＣＣＰを取得した安心・安全な生産体制と増産

体制を整えたことから、主要製品のトマト関連商品の原料である加工用トマトは生産数量を

毎年増産（平成２５年：２２３トン、平成２９年：３０６トンと、５年間で約３７．２％増）

しているところである。 
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以上を踏まえ、豪雪であるデメリットから「雪冷熱の有効活用」を見いだし、その力を用

いて農産物等の強みを伸ばし、農林水産分野における付加価値の高い事業を創出していくこ

とで、地域事業者の稼ぐ力の向上を図っていく。 

 

②沼田町の深川・留萌自動車道等の交通インフラを活用したものづくり関連分野 

沼田町には、北海道縦貫自動車道と日本海側の留萌圏を連結する深川・留萌自動車道（高

規格幹線道路）にアクセスするインターチェンジが１か所設置されており、この深川・留萌

自動車道は、深川ジャンクションから道央自動車道に接続されている。深川・留萌自動車道

及び道央自動車道を利用することで、北海道経済の拠点である札幌市には１時間３０分、北

海道第２の都市でものづくり産業に係る支援機関も多く立地する旭川市には４５分、重要港

湾である留萌港には３０分でアクセス可能であり、交通インフラの優位性は極めて高い。 

 

＜沼田町の交通インフラ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 この交通インフラを活用し、過去から企業誘致活動を町の重要施策として位置づけ継続的

に企業へのアプローチを行ってきたことで、現在本町の沼田工業団地には、電子デバイス関

連製造業や金型部品製造業、リーフレタス等を栽培する植物工場等が立地し、団地区画につ

いては全１１区画中、販売可能区画が１区画を残すのみという状況である。また、本工業団

地は上記①で示した「沼田式雪山センター」にも近接していることから、将来的には雪山か

スノークールライスファクトリー・雪中米 町農産加工場・トマト関連商品 
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ら工業団地内の工場等を直接パイプでつなぎ、雪を溶かして出来た融雪水を直接供給するこ

とも検討している。実現すれば、立地企業の費用低減等につながることも期待できる。 

〈沼田式雪山センターを活用した将来構想（沼田式雪山センタープロジェクト）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜沼田工業団地の主な立地企業＞ 

企業名 

株式会社正和（北海道工場） 

株式会社正和（ショウワグリーンファーム） 

日本パッケージ・システム株式会社（北海道工場） 

 

本工業団地には、首都圏の情報通信機器の販売会社が「寒冷地における通信機器の耐用テ

ストなどの実証試験」を行うため、敷地内に雪山を造成する「北海道テストセンター」を建

設すべく、沼田工業団地に立地を決定（平成２２年）した事例もあり、既存のものづくり関

連企業と連携した取組の創出も期待できる。 

また、本工業団地外の市街地周辺にも電子機器関連製造業等が立地しており、これら本町

の食料品以外のものづくり関連製造業は６社存在し、事業従事者数は８８人（全産業の約８．

６％）、売上金額は１，１４１百万円（全産業の約１６％）である（地域経済分析システム

2012 年データ）。 

以上の本町の特色ある立地企業の例として、ＲＦＩＤ（電波による固体識別）用アルミエ

ッチングアンテナにおいて約３割の世界シェアを獲得していることから、経済産業省のグロ

ーバルニッチトップ企業１００選（平成２６年３月）に選定された日本パッケージ・システ

ム株式会社の北海道工場が立地するなど、域内における徹底した一貫生産と確立された生産

技術により本町の経済を支えている。 

また、現在、立地企業の強みを生かした連携事業が検討されている。具体的には、低価格・

低消費電力・長距離伝送を特徴としたグローバルＩｏＴネットワーク「Ｓｉｇｆｏⅹ」のデ

バイス製造企業と情報通信のシステム開発を手掛ける企業が町内に立地していることから、

「Ｓｉｇｆｏⅹ」の基地局を作り、その活用方法について様々な実証実験を計画している。

本町としても、今後こうした取組に対する支援策等を検討していく予定である。 

このほか、本町では、これらの産業の新規立地や規模拡大の際に、条例において一定要件

雪山センター 
雪冷熱エネルギーを供給 
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を満たした場合に投資額の３０％の助成措置（上限３，０００万円）や雇用者増に対する助

成措置（上限２，０００万円）、固定資産税の課税を免除する措置を講じてきたほか、設備

投資ニーズのある企業に対して、設備投資を支援する各種補助金の活用支援を行う等の支援

を行っている。 

以上を踏まえ、優れた交通インフラを活用するとともに、ものづくり産業とその支援機関

が集積する旭川地域への隣接といった地理的な優位性も生かしつつ、ものづくり関連産業の

付加価値向上の取組等を通じて、地域の稼ぐ力の増加を目指す。 

 

 

６ 地域経済牽引事業の促進に資する制度の整備、公共データの民間公開の推進その他の地域

経済牽引事業の促進に必要な事業環境の整備に関する事項 

（１）総論 

 「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点

からみた地域の特性に関する事項」に記載のような本町の様々な特性を生かした地域経済

牽引事業を支援していくためには、地域の事業者のニーズをしっかりと把握し、適切な事

業環境の整備を行っていく必要がある。 

 事業者ニーズを踏まえた各種事業環境整備に当たっては、国の支援策の活用も検討する

等、事業コストの低減や沼田町独自の強みを積極的に活用する。 

 

（２）制度の整備に関する事項 

①不動産取得税、固定資産税の減免措置の創設 

北海道では、活発な設備投資が実施されるよう、一定の要件を課した上で、不動産取

得税等の課税免除措置に関する条例を制定しており、地域経済牽引事業の用に供する

施設を設置した場合の不動産取得税及び道固定資産税について、対象とする一部改正

を行った。 

 

 ②沼田町企業立地促進条例 

  沼田町では工場等を新設又は増設する企業に対し、以下の支援を行っている。 

  ・投資額が１，５００万円以上の場合、投資額の３０％（上限３，０００万円）を助

成。 

  ・新たな雇用者の増が２人以上の場合、雇用者１人に付き５０万円（上限２，０００

万円）を助成。 

  ・固定資産税を５年間減免する優遇措置。 

  

③ひと・まち・しごと育成支援事業補助金 

魅力あるまちづくりを促進するため、新事業や創業等の取組を以下のとおり支援して

いる。 

  ・新規店舗開設支援（上限２００万円） 

・商品等開発支援（上限１００万円） 

  ・販路開拓支援（上限５０万円） 
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  ・経営高度化支援（上限５０万円） 

  ・起業化支援（上限１００万円） 

  ・地域資源事業化支援（上限５００万円）など 

 

（３）情報処理の促進のための環境の整備（公共データの民間公開に関する事項等） 

 ①町内企業動向データの公開 

  現在、沼田工業団地の概要についてホームページを作成し、助成・優遇制度の紹介や

分譲地情報を公開しているが、今後は企業情報を全国に発信するためのホームページの

作成や SNS の活用も検討している。 

  

（４）事業者からの事業環境整備の提案への対応 

 北海道経済部産業振興局産業振興課内、沼田町農業商工課内に相談窓口を設置するなど、

事業者の抱える課題の解決のための相談を受け付ける体制を整備する。また、事業環境整

備の提案を受けた場合の対応については、庁内外関係部局と連携して対応することとする。 

 

（５）その他の事業環境整備に関する事項 

 ①沼田町しごと・未来応援プロジェクト 

  地元企業の人材不足の声が聞かれる中、町内立地企業を中心とした企業の就職説明会

や就業体験等により、町内はもとより近隣地域の学生と企業のマッチングを行うことで

企業の人材確保を支援する事業である「沼田町しごと・未来応援プロジェクト」を平成

３０年度から実施予定である。 

  

②沼田町住んで快適暮らして満足移住定住応援条例 

  移住定住の応援及び子育て世代への支援を行い、町の人口維持及び人口増を図るため、

新築住宅や中古住宅取得、住宅のリノベーションなどへの支援を行い、町内企業の人材

の確保にも寄与している。 

 

（６）実施スケジュール 

取組事項 平成２９年度 平成３０年度 

～平成３３年度 

平成３４年度 

（最終年度） 

【制度の整備】 

①不動産取得税、固

定資産税の減免の

創設 

12 月、北海道が不動

産取得税及び道固

定資産税の課税免

除措置に関する条

例を改正済 

運用 運用 

②沼田町企業立地

促進条例 

運用 同左 同左 

③ひと・まち・しご

と育成支援事業補

運用 同左 同左 
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助金 

【情報処理の促進のための環境整備（公共データの民間公開等）】 

①町内企業動向デ

ータの公開 

運用 改良・拡充 運用 

【事業者からの事業環境整備の提案への対応】 

相談窓口の設置 基本計画の同意に

合わせた相談窓口

の設置 

運用 同左 

【その他】 

①沼田町しごと・未

来応援プロジェク

ト 

－ 企業説明会の実施・

拡充・運用 

運用 

②沼田町住んで快

適暮らして満足移

住定住応援条例 

運用 運用 運用 

 

 

７ 地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法に関する事項 

（１）支援の事業の方向性 

 地域一体となった地域経済牽引事業の促進にあたっては、沼田町商工会・北空知信用金

庫・沼田町観光協会など、地域に存在する支援機関がそれぞれ連携して、支援の効果を最

大限発揮する必要がある。 

 

（２）地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法 

①沼田町商工会 

 行政との連携による地域経済の活性化に関する事業に参画し、町内の消費活性化に寄

与している。経営相談や融資斡旋、講習会開催など町内企業の経営面の支援が期待され

るほか、これまでも経済産業省の JAPAN ブランド育成支援事業を補助事業者として３年

間実施するなど、国の補助制度活用の経験を生かした支援も期待される。 

 

②北空知信用金庫 

 昭和２５年に北空知信用組合として設立され、昭和２６年に信用金庫法に基づく信用

金庫に改組。本町の所在する空知管内の北空知地域に所在する地域に密着した金融機関

であり、地域企業に対する町独自の融資制度など、町と連携した取組も進めており、金

融面を中心とした町内企業のサポートが期待される。 

 

③沼田町観光協会 

 地域内の事業者が加盟し、地域内外へのプロモーションや情報発信などを行っており、

地域振興の中心的役割を担っていることから、沼田町商工会と連携し、事業推進の中核

的な役割を担うことが期待される。 
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④株式会社まちづくりぬまた 

 平成２０年に設立した同社は、平成２７年に町内の購買環境を守るため、商工会・Ｊ

Ａ・沼田町が出資し、平成２９年に経済産業省の補助事業を活用して建設した「沼田町

商業コミュニティー中核施設」の運営主体である。地域の農産物や加工品の販売も行い、

地域商社事業も展開していることから、当事業における販路拡大の役割を担うことが期

待される。 

 

８ 環境の保全その他地域経済牽引事業の促進に際し配慮すべき事項 

（１）環境の保全 

 新規開発を行う場合は周辺土地利用に鑑み、可能な限り自然環境に影響を与えないよう

に配慮し、環境関連法令の遵守や環境保全・環境負荷の提言に向けた十分な配慮を行い、

地域経済牽引事業の活動においては環境保全に配慮し、地域社会との調和を図っていくも

のとする。 

 特に大規模な地域経済牽引事業を行うこととなった場合には、当該事業の活動等が住民

の理解を得られるよう、必要に応じて、企業、行政が連携して住民説明等を実施する等、

周辺住民の理解を求めていく。 

 また、廃棄物の軽減・リサイクルの積極的な推進や自然エネルギーの利活用等の温暖化

対策について、必要な情報を提供するとともに、廃棄物の不法投棄を許さない環境づくり

のための広報啓発活動を推進し、地域における環境等に対する規範意識の向上を目指す。 

 

（２）安全な住民生活の保全 

 地域の安全と平穏の確保は、環境保全と同様、地域の発展にとって欠かすことのできな

い要素である。犯罪及び事故のない安全で安心して暮らせる地域社会をつくるため、犯罪・

事故の発生防止に向けた啓発などにより住民一人ひとりの防犯意識を高めるとともに、警

察、学校、住民、企業の積極的な連携のもと、より一層、地域ぐるみの体制強化を図って

いく。 

また、交通事故を防止するため、歩道やガードレールを設置するなどにより歩道と車道

を分離するなど交通安全施設の整備に努めるとともに、企業の事業所付近、特に頻繁に車

両が出入りする箇所や交差点等、危険性が高いと思われる箇所については、ミラーの設置

や警備員の配置等を求めていく。 

 

（３）その他 

 ＰＤＣＡ体制については、沼田町農業商工課を中心に関係課長による会議を開催し、本

計画と承認地域経済牽引事業計画に関する効果の検証と当該事業の見直しについて、毎年

度１０月に検討・整理する。当会議には必要に応じ、沼田町商工会、金融機関や支援機関

等に対し、助言を求める。 

 

９ 地域経済牽引事業の促進を図るための土地利用の調整を行う場合にあっては、その基本

的な事項 

本計画では、土地利用の調整を行わない。 
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１０ 計画期間 

 本計画の計画期間は、計画同意の日から平成３４年度末日までとする。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 


